
令和 5 年度事業実施報告書 

１ 会議等の開催 

⑴ 通常総会の開催 

開催年月日 協 議 事 項 開 催 場 所 

令和 5年 5月 23 日 

(第 84 回) 

１ 令和 4年度事業実施報告・決算 

２ 令和 5年度事業計画・予算 

神戸メリケンパーク 

オリエンタルホテル 

⑵ 役員会議・監査の開催 

役員会の区分 開催年月日（場所） 主 な 協 議 事 項 

監  査 令和 5年 4月 13 日 １ 令和 4年度事業及び収支決算の監査 

理 事 会 

（第 1回） 

令和 5年 4月 21 日    

 （兵庫県民会館） 

１ 第 84 回通常総会の開催について  

２ 令和 4年度事業結果報告・決算・監査報告 

３ 協会長表彰受賞者選出（優良会員・事業所） 

理 事 会 

（第２回） 

令和 5年 12 月 13 日 

 （兵庫県民会館） 

１ 事務所の移転・補正予算について 

２ 令和 5年度上半期事業実施結果報告 

理 事 会 

（第３回） 

令和 6年 3月 26 日 

（大和地所三宮ビル） 

１ 令和 5年度事業計画・予算について 

２ 第 85 回通常総会の開催について 

３ 役員改選に伴う理事、監事の推薦について 

正副会長会 

（3回実施） 

令和 5年 9月 22 日 

令和 5年 11 月 14 日 

（兵庫県民会館） 

令和 6年 3月 12 

（大和地所三宮ビル） 

 １ 9 月・3月は、事業活動実施状況及び予算 

  執行状況の報告、確認等 

 ２ 11 月は、事務所移転に伴う対応について 

（9 月・3 月は正副会長、11 月は臨時開催で正

副会長・監事 2名、神戸支部長出席） 

 

 役員部会 

（事業部会 2回） 

 

令和 5年 7月 13 日 

  （兵庫県民会館） 

 令和 5年 7月 26 日 

  （兵庫県民会館） 

事業部会として広報委員会を開催 

１ 会報「兵庫のまもり」の作成方針 

２ 協会事業の PR広報について 

３ 会員増のための広報活動について 

４ 協会 HP の活用について 

⑶ その他の会議等 

会議の区分 開催年月日・場所 主 な 協 議 事 項 

全国協会事務局職

員研修会議 

令和 5年 7月 6日   

（東京・機械振興会館） 

・総合保険事務の取り扱い 

・講習事務の取り扱い ほか 

令和 5 年度消防防

災福利厚生支援事

業運営委員会 

令和 5年 6月 28 日 

（東京・日本消防設備安

全センター会議室） 

・令和 4年度事業報告 

・令和 5年度事業計画案 

 (会長出席) 

近畿ブロック事務

担当責任者会議 

令和 5年 8月 10 日 

（大阪府消防防災協会） 

近畿ブロック連絡協議会の運営について 

（事務局長出席） 

都道府県消防設備

協会会長・事務局長

会議 

1 日目会長会議 

令和 6年 1月 25 日 

（東京・機械振興会館） 

2 日目事務局長会議 

令和 6年 1月 26 日 

（東京・機械振興会館） 

1 日目 

総務省消防庁予防課講演 

安全センターの新規事業の対応 

2 日目 

安全センター事業概要 

質疑応答その他連絡事項 

近畿ブロック連絡

協議会 

令和 6年 2月 8日 

春日ホテル（奈良市） 

・消防設備士オンライン講習実施について 

・点検済表示制度の推進について 

・会費値上げ案及び決算報告 ほか 



神戸支部総会 

(支部役員会) 

令和 5 年 5 月 11 日 

 （兵庫県民会館） 

・支部会計・事業報告 

・支部事業計画 ほか 

阪神支部総会 令和 5 年 6 月 14 日 

ホテルヴィスキオ尼崎 

・支部会計・事業報告 

・支部事業計画 ほか 

ひょうご消防 

    のつどい 

令和 5 年 11 月 19 日 

 高砂市文化会館 

・防災講演会・消防功労者表彰式 

（会長・事務局長出席） 

 

２ 講習会の開催 

⑴ 消防設備士予備講習会 

令和５年６月 13 日から６月 22日まで兵庫県民会館で開催。（受講者延べ 172 名） 

⑵ 消防設備士法定講習会 

 実施結果 

実 施 区 

分 
講習日 会     場 受講者数 

消火設備 

第Ⅰ類、第 2類 

第3類の消防設

備士 

9 月 12 日 

9 月 25 日 

10 月 4 日 

10 月 17 日 

10 月 18 日 

尼崎市中小企業センター 

姫路労働会館 

明石市生涯学習センター 

兵庫県中央労働センター 

兵庫県中央労働センター 

127 

121 

 88 

 89 

 80 

合    計  510 

警報設備 

第４類、第７類 

の消防設備士 

9 月 13 日 

9 月 14 日 

9 月 26 日 

9 月 27 日 

10 月 5 日 

10 月 19 日 

10 月 20 日 

10 月 23 日 

尼崎市中小企業センター 

尼崎市中小企業センター 

姫路労働会館 

姫路労働会館 

明石市生涯学習センター 

兵庫県中央労働センター 

兵庫県中央労働センター 

兵庫県中央労働センター 

 158 

 153 

 115 

 124 

 174 

 115 

 116 

 117 

合  計  1,072 

避難設備・消火

器 

第５類･第６類 

消防設備士 

9 月 15 日 

9 月 28 日 

 9 月 29 日 

10 月 6 日 

10 月 24 日 

10 月 25 日 

尼崎市中小企業センター 

姫路労働会館 

姫路労働会館 

明石市生涯学習センター 

兵庫県中央労働センター 

兵庫県中央労働センター 

 176 

 137 

 135 

 212 

 120 

 117 

合  計  897 

殊消防用設備 

特類消防設備士 

令和 5年 10 月 30 日 

令和 6年 2 月 5 日 
たかつガーデン(大阪市) 

     5 

    0 

合  計    ６ 

令和 5年度消防設備士講習兵庫県受講者総数（延べ） 2,484  

   

 

⑶  消防設備点検資格者講習 

① 再講習 

 実施結果 

区 分 実 施 年 月 日 会   場 
申請者

数 
受講者数 

第１種 令和 6年 1月 30 日・31日  兵庫県民会館 263 255 



第２種 令和 6年 2月 1 日・2日 同上 164 163 

合   計  427 418 

② 本講習 

 実施結果 

区 分 実 施 年 月 日 会  場 申請者数 受講者数 

第１種 令和 6年 2月 28 日～3月１日 兵庫県中央労働ｾﾝﾀｰ 93 89 

第２種 令和 6年 3月 6日～3月 8日 同上 59 57 

合   計 152 146 

 

３ 会報「兵庫のまもり」の発行 

「兵庫のまもり」夏号(８月)新年号(１月)を発行し会員・県下各消防本部等に配布した。 

会報№ 発行日 発行部数 配  布  先 

135 5 年 8月  400 部 会員、県、県下消防本部、その他関係団体 

136 6 年 1月  400 部         同 上 

 

４ ＷＥＢによる情報の提供 

 当協会のホームページを通じて、各種講習会等の情報提供、住宅火災警報器関係 

 販売店の情報提供、表示登録会員名簿の情報提供 届出用紙等の情報提供 消防用設 

 備等の取り扱い事業所名簿を情報提供している。通算訪問者数 253,649 件 

 

５ 表彰  

 （1）（一財）日本消防設備安全センター理事長表彰 

  ① 消防設備保守関係者に対する表彰 

   平尾秀樹 様 （平尾電工株式会社） 

   今井泰史 様 （株式会社東洋商会神戸） 

② 優良事業所表彰 

      株式会社吉防 （代表者 杉村宗徳 様） 

(2) 優良会員及び優良事業所会長表彰 

 ＜優良会員＞ 

事 業 所 名 支部別 入 会 年 

ニッタン(株)神戸支店 
神戸支部 

   平成 16 年 

(有)神戸防災設備   平成 16 年 

山本環境整備(株) 阪神支部    平成 16 年 

(株)みどり防災 播但支部    平成 16 年 

アイシンコンセルジュ(株) 東播支部    平成 18 年 

＜優良事業所＞ 

    (株)吉防（阪神支部） 

 

６ 消防用設備等点検済表示制度 

（１）消防用設備等点検済表示管理委員会の開催 

（２）消防用設備等点検済表示登録会員数（件）  令和 6年 3月 31 日現在 

区分 1 号表示登録会員 2 号表示登録会員 総計 

登録数 
会員 会員外 小計 会員 会員外 小計  

171 10 181  4 4 185 

実施日 実施場所 主な審議内容 

 

令和 5年 11月 21日 

 

兵庫県民会館 
1. 点検済表示制度登録、廃業会員の状況 

2. 表示制度更新登録会員の状況 

3. 表示登録会員・点検済票交付の現況 



（３）点検済ラベル発行状況（枚）  令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

区分 
1 号会員 2 号会員 計 補助ラベル 

会員他 他府県    

消 火 器 用 461,469 164,344 7,650 633,463  

設 備 用 192,010 94,733 1,580 288,323  

要整備・改修 200   200 200 

薬 剤 詰 替      

バ ル ブ 類 1,260 200  1,460  

計 654,939 259,277 9,230 923,446 200 

（４）点検済表示登録の更新 

区分 1 号会員 2 号会員 計 

更新申請前 20  20 

更新申請後 20  20 

（５）消防用設備等点検済表示登録会員名簿の送付 

令和 5年 7月 7日、更新後の「消防用設備等点検済表示登録会員名簿」を登録会員

及び県下消防機関に送付した。 

 

7 防火対象物定期点検報告制度 

  防火セイフティマークの斡旋数（件）  令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

区分 斡旋数 通算の斡旋数 

防火基準点検済証 0  924  

防災基準点検済証 0  11  

防火・防災基準点検済証 5  111  

防火優良認定証 7  1438  

防災優良認定証 1  13  

防火・防災優良認定証 1  66  

合計 14  2563  

 

８ 会員数の変動（令和６年３月 31 日現在） 

⑴  正会員 

前年度末会員数 年度内入会者数 年度内退会者数 当年度末会員数  

280     3     5 278  

⑵ 各支部の会員数 

神戸支部 阪神支部 東播支部 播但支部 計 

99 68 44 67 278 

⑶ 賛助会員及び特別会員数 

区  分 前年度末会員数 年度内入会者数 年度内退会者数 当年度末会員数 

賛助会員 5 0 0 5 

特別会員 1 0 0 1 

 

９ 支部事業の概要 

⑴ 支部の運営 

地域に根ざした支部運営のため、定額の助成金と会員数に応じた交付金により各支 

  部に予算配分を行い、支部ごとに特色のある事業を実施している。 

⑵ 各支部令和５年度の主な実施事業 

①  神戸支部 

ア 支部会員の業務に役立つ研修会として雷が消防用設備にどのような影響を及ぼ

すか。また、その対策を学ぶため、音羽電機工業株式会社の雷テクノロジーセンタ



ーを訪問して半日学習会を開催した。 

イ 火災から身を守るための安全・安心の啓発促進のため、神戸市消防局と連携して

住宅用火災警報器の電池の取り換えや啓発チラシ・点検のできる事業所名簿を利

用した広報活動を行っている。 

② 阪神支部 

ア 防火普及用品として、防火標語入りシャープペンシル、消防用設備等の点検促進 

情報を印刷したクリアファイルを作成し、消防機関、支部会員が防火対象物の関  

係者に配布することにより防火思想の啓発を行っている。 

 イ 阪神支部内消防本部とともに老朽消火器リサイクル回収を行った。 

 ウ 尼崎市消防局の消防出初式に支部会員が出席して防火用品の出展を行った。 

③ 東播支部 

  防火思想普及啓発用品として火災予防標語入り多機能ペンを作成し、東播地区 

 内の消防機関を通じて防火対象物の関係者に配布した。 

④ 播但支部 

ア 播但支部内の消防機関と連携して火災予防運動への協力等防火防災に係る啓発

活動を行った。 

 イ 防火啓発標語入りの除菌ウェットシート及び火の用心を啓発する「消火器くん

リフレクター」を作成して市民に配布した。 

 

１０ 事務所の移転 

  令和５年 10 月   

    兵庫県民会館が老朽化対策、耐震性不足を理由に令和 8 年度からの利用停止を決

定、さらに令和 6 年度に詳細な耐震診断を実施して安全性が確認されなければ令

和 6年度中に利用を停止することが通知された。 

    当協会は、安定した事業実施のために早く事務所を移転した方が良いと判断、移転

先の調査に着手した。 

  令和 5年 11 月 14 日 

    臨時役員会（正副会長、監事、神戸支部長出席）を開催し、神戸市中央区磯辺通 3

丁目 1番 2号「大和地所三宮ビル 4階 406 号」を理事会に諮ることとした。 

  令和 5年 12 月 13 日 

    理事会で、協会の主たる事業所を大和地所三宮ビル 4階 406 号室に移転すること 

   が承認されるとともに移転に伴う経費について補正予算を組むことも承認された。 

  令和 6年 1月 

    移転先物件、トランクルームの契約、什器類の調整・廃棄、引っ越し業者の選定等

を実施した。引っ越し業者は相見積りの結果「サカイ引越センター」に決定した。 

  令和 6年 2月 

    1 月末から 2月 4日まで箱詰、荷造り作業等を行い、2月 5日に事務所の引っ越し

を実施。同時に電話・インターネット関係機器等の移設作業を行い、2 月 13 日か

ら新事務所で業務を開始した。 


